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2025 年 12 月 15 日策定 

株式会社小林製作所 一般事業主行動計画 

（女性活躍推進法・次世代法一体型） 

 

仕事と子育てを両立させることができ、すべての社員がその能力を十分に発揮できる職場環境を整備するため、

次のとおり行動計画を策定する。 

 

1. 計画期間   2026年 1月 1日～  2029年 12月 31日までの ４年間 

2. 当社の課題 

課題１：技術継承を着実に進めるとともに、若手社員を中心としたキャリア形成の機会を計画的に 

提供していく必要がある。 

課題２：人事評価制度について、評価の考え方や基準の理解が十分に浸透しておらず、 

社員が自身の成長やキャリア形成の見通しを持ちにくい状況がある。 

課題３：育児・介護・療養等と仕事の両立支援を必要とする社員が増えており、 

より働きやすい環境整備が求められている。 

 

3. 目標と取組内容 

 

 

 

 

＜取組＞ 

◼ 2026年 1月～ 

役員および管理職を対象に、育児休業制度に関する研修（資料配布を含む）を年 1回実施する。 

◼ 2026年 1月～ 

妊娠した女性社員および配偶者が妊娠した男性社員を対象に、育休取得や子育て支援に関する社内制度を 

の周知を行う。（随時） 

◼ 2027年 1月～ 

育休取得者へのインタビューを通じ、社内事例蓄積し社内報等で発信する。 

 

 

 

 

 

＜取組＞ 

◼ 2026年 1月～ 

制度導入に向けた情報収集および検討を行う。 

◼ 2027年 1月～ 

制度導入および社内周知を行う。 

  

目標１：計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準以上とする。【次世代育成育成法】 

男性社員・・・取得率 60％以上 

女性社員・・・取得率８０％以上 

目標 2：小学校就学前の子を持つ社員を対象とする短時間勤務制度について、制度利用対象を 

小学校就学中の子を持つ社員まで拡大する。【次世代育成法】 
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＜取組＞ 

◼ 2026年 4月～ 

 安全衛生委員会における時間外労働状況の報告を、従前どおり継続して実施する。 

 ノー残業デーの実施を継続する。 

 

＜対策＞ 

◼ 2026年 1月～ 

 管理職の役割を明確化するとともに、客観性と納得感の高い等級・報酬・評価制度を構築を進める。 

◼ 2027年 4月～ 

 新人事制度導入に向けた社内説明会および評価者研修を実施する。 

◼ 2028年 4月～ 

 新人事制度を本導入し、評価結果のフィードバック面談を実施する。 

 

 

目標 3：フルタイム労働者のうち、25～39歳の労働者の時間外・休日労働時間の平均を各月 44時間未

満とする。【次世代育成法】 

 

目標 4：人事制度の見直しを行い、女性を含む全社員の能力発揮とキャリア形成を促進するため、 

    評価結果のフィードバック面談の実施率を 100％とする。【女性活躍推進法】 


